
用途 補助金名 事業者 一般 概要 申請開始 支給開始 詳細HP 問合せ先

特別低額給付金
（国） ● １人一律１０万円の支給

５月中で
検討中

申請から
約２週間

https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/kyufukin.pdf 新潟市

緊急小口貸付
（国） ●

休業等により収入の減少があり、緊急かつ一時
的な生計維持のための貸付

貸付額：上限10万円（特別な場合20万円）

据置１年以内、償還期間２年以内

随時 随時 http://www.fukushiniigata.or.jp
各区社会福祉協議会

025-281-5522

休業に係る協力金
（新潟県） ●

新潟県の要請、協力要請に応じる
施設に支給

給付額：１事業者10万円

対象期間：４月２２日〜５月６日

５月上旬〜 調整中
https://www.city.niigata.lg.jp/business/s

hoko/jigyousha_covid19/kenkyouryokuki

n.html

新潟県緊急事態措置・
協力金相談センター

025-280-5222

営業時間短縮
休業協力金
（新潟市）

●

新潟県の協力要請に応じる施設で営業時間短
縮に協力する飲食店等に支給

給付額：１事業者10万円

対象期間：４月２２日〜５月６日

５月上旬
〜

中旬

５月中旬
〜

下旬

https://www.city.niigata.lg.jp/business/s

hoko/jigyousha_covid19/eigyoujitankyou

ryoku.html

新潟市コールセンター
025-243-4894

持続化給付金
（国） ●

売上が前年同月比50%以上減少している
事業者に支給

給付額：法人200万円以内、

           個人事業100万円以内

５月中で
検討中

５月中で
検討中

https://www.meti.go.jp/press/2020/04/

20200408002/20200408002.html 未定

小学校
休業対応助成金

（国）
●

小学校等で労働者が有給取得の場合助成

助成額：上限１日あたり8,330円

３月１８日
〜

６月３０日
調整中

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10

259.html

学校等休業助成金・
支援金等相談
コールセンター

０１２０－６０－３９９９

雇用調整助成金
助成率引上げ

(国)
●

経済的な理由により事業活動の縮小を余儀なく
された事業主が雇用の維持を図るための休業
手当を助成

助成額：2/3から4/5に引上げ
(解雇０は9/10)

〜
６月３０日

調整中
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsui

te/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuki

n/pageL07.html

新潟県労働局
025-278-7181

　雇用調整助成金
　①助成率引上げ
　②申請補助
　　　(新潟市)

●

①解雇０の場合、国の雇用調整助成金に市独
自の上乗せ（国助成の1/9、上限200万円）で実
質100%
②社労士等への申請手数料の補助
（上限10万円）

対象期間：4/1〜6/30

５月７日
〜

６月３０日
調整中

https://www.city.niigata.lg.jp/business/s

hoko/jigyousha_covid19/kotyokinriyosok

usin.html

新潟市コールセンター
025-243-4894

住宅確保給付金
（国、新潟市） ●

離職、廃業から２年以内で住宅を失う恐れが生
じているものに対して支給

（新制度）
仕事に就いていても休業等で収入が減少した場
合対象に追加

新制度は
４月２０日

〜
随時

https://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-12000000-

Shakaiengokyoku-

Shakai/0914_shiryou03_1.pdf

各区役所

不動産オーナー
への家賃補助

（新潟市）
●

新潟県の協力要請に応じる施設のうち、営業時
間の短縮に協力する飲食店等を対象に給付

給付額：１事業者10万円

５月上旬
〜

中旬

５月中旬
〜

下旬

https://www.city.niigata.lg.jp/business/s

hoko/jigyousha_covid19/tenanyachin.ht

ml

新潟市コールセンター
025-243-4894

法人税、消費税
すべての国税 ●

収入が前年比20%以上減少した場合、
無担保かつ延滞金なしで１年間猶予

５月以降で
調整中

調整中
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu

_konnan.htm

新潟税務署
025-229-2151

固定資産税 ● ●
収入が前年比20%以上減少した場合、
無担保かつ延滞金なしで１年間猶予

５月以降で
調整中

調整中
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yos

an_fy2020/hosei/pdf/hosei_zeisei.pdf

新潟市市税事務所
025-226-2288
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